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(57)【要約】
【課題】濃縮汚泥の凝集を促進して脱水ケーキの含水率
を低下させる電解質の有効利用を図り、効率的かつ経済
的な汚泥処理を行う。
【解決手段】処理汚泥供給路１に接続されて供給された
処理汚泥Ａを濃縮する濃縮手段２と、この濃縮手段２に
よって濃縮された濃縮汚泥Ｂを脱水する脱水手段３と、
濃縮手段２と脱水手段３とを接続する濃縮汚泥供給路４
と、脱水手段３によって濃縮汚泥Ｂから脱水された脱水
排水Ｃを保持する脱水排水槽５とを備え、脱水排水槽５
には、電解質Ｈが供給可能とされるとともに、脱水排水
槽５内に保持された脱水排水Ｃを濃縮汚泥供給路４に供
給して脱水手段３に循環させる脱水排水循環供給路７が
接続されている。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処理汚泥供給路に接続されて供給された処理汚泥を濃縮する濃縮手段と、この濃縮手段
によって濃縮された濃縮汚泥を脱水する脱水手段と、上記濃縮手段と脱水手段とを接続す
る濃縮汚泥供給路と、上記脱水手段によって上記濃縮汚泥から脱水された脱水排水を保持
する脱水排水槽とを備え、
　この脱水排水槽には、電解質が供給可能とされているとともに、該脱水排水槽内に保持
された上記脱水排水を上記濃縮汚泥供給路に供給して上記脱水手段に循環させる脱水排水
循環供給路が接続されていることを特徴とする汚泥処理設備。
【請求項２】
　上記処理汚泥供給路には、供給される処理汚泥を上記脱水手段にバイパスする汚泥バイ
パス路が備えられており、上記脱水排水槽に供給される上記電解質は、上記処理汚泥を脱
水した上記脱水排水に含まれる電解質であることを特徴とする請求項１に記載の汚泥処理
設備。
【請求項３】
　上記脱水排水槽には電解質供給手段が接続されていて、この電解質供給手段から上記脱
水排水槽に上記電解質が供給可能とされていることを特徴とする請求項１または請求項２
に記載の汚泥処理設備。
【請求項４】
　上記濃縮手段には洗浄水供給手段が接続されていて、この洗浄水供給手段から上記濃縮
手段によって濃縮される上記処理汚泥に洗浄水が供給されることを特徴とする請求項１か
ら請求項３のうちいずれか一項に記載の汚泥処理設備。
【請求項５】
　処理汚泥供給路に接続された濃縮手段に処理汚泥を供給して濃縮する濃縮工程と、
　この濃縮工程によって濃縮された濃縮汚泥を、濃縮汚泥供給路を介して脱水手段に供給
して脱水する脱水工程と、
　この脱水工程によって上記濃縮汚泥から脱水された脱水排水を脱水排水槽に保持する脱
水排水保持工程と、
　この脱水排水保持工程において上記脱水排水槽に保持された上記脱水排水に電解質を供
給するとともに、この電解質が供給された上記脱水排水を、脱水排水循環供給路を介して
上記濃縮汚泥供給路に供給して上記脱水手段に循環させる脱水排水循環供給工程とを備え
ていることを特徴とする汚泥処理方法。
【請求項６】
　上記処理汚泥供給路と上記脱水手段とを汚泥バイパス路によって接続し、汚泥処理開始
前には上記汚泥バイパス路を介して上記処理汚泥を上記脱水手段に供給して、この処理汚
泥を脱水した上記脱水排水に含まれる上記電解質を上記脱水排水槽に供給することを特徴
とする請求項５に記載の汚泥処理方法。
【請求項７】
　上記脱水排水槽に電解質供給手段を接続し、少なくとも汚泥処理開始前には上記電解質
供給手段から上記脱水排水槽に上記電解質を供給することを特徴とする請求項５または請
求項６に記載の汚泥処理方法。
【請求項８】
　上記濃縮工程においては、上記濃縮手段に洗浄水供給手段を接続して、上記濃縮手段に
よって濃縮中の上記処理汚泥に上記洗浄水供給手段から洗浄水を供給することを特徴とす
る請求項５から請求項７のうちいずれか一項に記載の汚泥処理方法。
【請求項９】
　上記洗浄水供給手段から上記濃縮手段に供給される洗浄水の供給量が、上記濃縮手段に
供給される上記処理汚泥の供給量に対して、体積にして等量以下であることを特徴とする
請求項８に記載の汚泥処理方法。
【発明の詳細な説明】
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【技術分野】
【０００１】
　本発明は、下水処理場の生物処理工程から発生する汚泥や消化汚泥等の汚泥を処理する
汚泥処理設備および汚泥処理方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　このような汚泥処理設備および汚泥処理方法として、例えば特許文献１には、処理汚泥
に高分子凝集剤（ポリマー）を添加して凝集処理した後に濃縮処理し、こうして凝集濃縮
された濃縮汚泥を、遠心脱水機やスクリュープレス型脱水機の脱水機によって脱水処理し
て脱水ケーキと脱水分離液とに分離し、このうち残留ポリマーが含まれる脱水分離液を凝
集濃縮される前の処理汚泥に返送することにより、効率的な汚泥の凝集、濃縮、脱水処理
を行うものが記載されている。この特許文献１に記載の汚泥処理設備および汚泥処理方法
では、処理汚泥を凝集濃縮する際には残留ポリマーだけでは凝集させることができないた
め、上述のように処理汚泥にポリマーを添加して凝集処理するとともに、凝集濃縮された
濃縮汚泥にもポリマーを添加して凝集処理し、また濃縮汚泥から分離した濃縮分離液は残
留ポリマーが少ないので、系外に排出するようにしている。
【０００３】
　また、特許文献２には、アルカリ度の高い消化汚泥をアルカリ度の低い洗浄水で希釈、
混合し、ポリマーを添加せずに遠心濃縮機で消化汚泥を濃縮処理することが記載されてお
り、そのような汚泥処理設備および汚泥処理方法では、消化汚泥に含まれるアルカリ度お
よびコロイド成分を濃縮分離液として排除できるため、後段の脱水工程におけるポリマー
添加量を大幅に低減できる。すなわち、この特許文献２に記載されているのは、いわゆる
遠心濃縮機を用いた汚泥処理設備および汚泥処理方法の提案である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－０３５１６６号公報
【特許文献２】特開昭５７－１３６９９９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、特許文献１には、処理汚泥を濃縮処理するのに二重円筒型汚泥濃縮装置を用
いることが記載されているが、このような金属濾材を用いた濃縮装置では、処理汚泥にポ
リマーを添加して凝集汚泥を形成させる必要があり、特に消化汚泥のような処理汚泥中に
コロイド物質などの凝集を阻害する成分が多量に含まれる汚泥の場合、その凝集処理に必
要なポリマーの添加量が著しく上昇する。さらに、特許文献１には、上述のように濃縮処
理される前の処理汚泥に脱水分離液を返送することが記載されているが、残留ポリマーの
効果を発揮させるためには、脱水分離液を多量に返送させる必要があり、処理汚泥が希釈
されて処理汚泥量が増大する。
【０００６】
　そのため、特許文献１に記載された汚泥処理設備および汚泥処理方法では、処理汚泥中
に含まれる凝集阻害物質の影響により濃縮処理前の凝集処理におけるポリマー量が増大し
、ポリマー費用の増加を招く。さらに、多量の脱水分離液を処理汚泥に返送する必要があ
るため、濃縮装置を大型化させる必要があり、非効率的かつ非経済的である。
【０００７】
　また、一般的に消化汚泥の洗浄は、アルカリ度が６００ＣａＣＯ３－ｍｇ／Ｌ以下とな
るように処理汚泥に対して体積にして３～４倍量の水で希釈、混合してから固液分離され
るものであるが、特許文献２に記載の汚泥処理設備および汚泥処理方法の場合、処理汚泥
量が水で希釈されることにより４倍量に増大するため、遠心濃縮機を大型化させる必要が
ある。さらに、これらの汚泥洗浄工程において凝集、脱水を阻害するコロイド物質が除去
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されるとともに、脱水に有用な電解質も一緒に除去されてしまうため、脱水工程において
脱水ケーキの含水率を低減させることができない。
【０００８】
　本発明は、このような背景の下になされたもので、汚泥の凝集を阻害するコロイド物質
を除去するとともに、脱水ケーキの含水率を低下させる電解質および残留ポリマーの有効
利用を図って、効率的かつ経済的な汚泥処理を行うことが可能な汚泥処理設備および汚泥
処理方法を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決して、このような目的を達成するために、本発明の汚泥処理設備は、処
理汚泥供給路に接続されて供給された処理汚泥を濃縮する濃縮手段と、この濃縮手段によ
って濃縮された濃縮汚泥を脱水する脱水手段と、上記濃縮手段と脱水手段とを接続する濃
縮汚泥供給路と、上記脱水手段によって上記濃縮汚泥から脱水された脱水排水を保持する
脱水排水槽とを備え、この脱水排水槽には、電解質が供給可能とされているとともに、該
脱水排水槽内に保持された上記脱水排水を上記濃縮汚泥供給路に供給して上記脱水手段に
循環させる脱水排水循環供給路が接続されていることを特徴とする。
【００１０】
　また、本発明の汚泥処理方法は、処理汚泥供給路に接続された濃縮手段に処理汚泥を供
給して濃縮する濃縮工程と、この濃縮工程によって濃縮された濃縮汚泥を、濃縮汚泥供給
路を介して脱水手段に供給して脱水する脱水工程と、この脱水工程によって上記濃縮汚泥
から脱水された脱水排水を脱水排水槽に保持する脱水排水保持工程と、この脱水排水保持
工程において上記脱水排水槽に保持された上記脱水排水に電解質を供給するとともに、こ
の電解質が供給された上記脱水排水を、脱水排水循環供給路を介して上記濃縮汚泥供給路
に供給して上記脱水手段に循環させる脱水排水循環供給工程とを備えていることを特徴と
する。
【００１１】
　このように構成された汚泥処理設備および汚泥処理方法では、濃縮汚泥から脱水されて
汚泥ケーキから分離された脱水排水を保持する脱水排水槽に電解質が供給可能とされてお
り、こうして脱水排水槽に供給された電解質と混合された脱水排水は、脱水排水循環供給
路を介して濃縮汚泥供給路に供給されて脱水手段に循環させられ、混合された電解質によ
って濃縮汚泥の凝集が促進される。
【００１２】
　さらに、このように濃縮汚泥の凝集を促進した電解質は、脱水排水とともに濃縮汚泥か
ら脱水されて脱水排水槽に戻され、再び濃縮汚泥供給路に供給されて脱水手段に循環させ
られるので、通常の汚泥処理中は電解質を補充する必要がなくなる。このため、汚泥処理
に必要な電解質の添加量を削減することができ、効率的かつ経済的な汚泥処理を促すこと
が可能となる。
【００１３】
　なお、このように脱水排水槽に供給された電解質と混合された脱水排水を、脱水排水循
環供給路を介して濃縮汚泥供給路に供給して脱水手段に循環させる場合には、脱水排水槽
から濃縮汚泥供給路に供給される脱水排水の供給量は、脱水手段に供給される濃縮汚泥の
体積に対して１～２倍程度、または脱水排水が供給された後の濃縮汚泥の汚泥濃度が質量
にして３～４質量％程度になるように調整することが望ましい。濃縮汚泥に供給される脱
水排水の供給量が少ない場合、濃縮汚泥の濃度が高くなるために後段の脱水工程において
ポリマーと濃縮汚泥を反応させられずに効率的な脱水処理を図ることができなくなるおそ
れがある。一方、脱水排水の供給量が多い場合には、電解質および残留ポリマーの好影響
よりも汚泥が希釈される悪影響の方が大きくなるため、後段の脱水工程において脱水汚泥
の含水率上昇を招く。
【００１４】
　ここで、汚泥処理開始前に上記脱水排水槽に電解質を供給して汚泥処理中に脱水排水槽
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に排水される脱水排水と混合するのには、第１に、上記汚泥処理設備においては、上記処
理汚泥供給路に、供給される処理汚泥を上記脱水手段にバイパスする汚泥バイパス路が備
えて、上記脱水排水槽に供給される上記電解質を、上記処理汚泥を脱水した上記脱水排水
に含まれる電解質とし、また上記汚泥処理方法においては、上記処理汚泥供給路と上記脱
水手段とを汚泥バイパス路によって接続し、汚泥処理開始前には上記汚泥バイパス路を介
して上記処理汚泥を上記脱水手段に供給して、この処理汚泥を脱水した上記脱水排水に含
まれる上記電解質を上記脱水排水槽に供給すればよい。
【００１５】
　すなわち、リン酸塩、硫酸塩、重炭酸塩、アンモニウム塩等の電解質は上述したように
処理汚泥に元々含まれているものであり、汚泥処理開始前に汚泥バイパス路を介して処理
汚泥供給路から処理汚泥を脱水手段にバイパスさせて脱水することにより、処理汚泥中の
電解質が脱水排水とともに脱水排水槽に保持される。従って、所定量の電解質を含んだ脱
水排水が脱水排水槽に保持されてから、汚泥バイパス路を閉じて上述のような通常の汚泥
処理に移行することにより、処理汚泥が元々含んでいた電解質を濃縮汚泥に供給して凝集
を促しつつ脱水手段に循環させて脱水することができる。
【００１６】
　また、同じく汚泥処理開始前に脱水排水槽に電解質を供給して汚泥処理中に脱水排水と
混合するのには、第２に、上記汚泥処理設備においては、上記脱水排水槽に電解質供給手
段を接続して、この電解質供給手段から上記脱水排水槽に上記電解質を供給可能とし、ま
た上記汚泥処理方法においては、同様に上記脱水排水槽に電解質供給手段を接続し、少な
くとも汚泥処理開始前には上記電解質供給手段から上記脱水排水槽に上記電解質を供給す
るようにしてもよい。
【００１７】
　このように電解質を直接的に脱水排水槽に供給することによっても、脱水排水に電解質
を添加して濃縮汚泥と混合することにより凝集を促進させ、脱水手段において効率的な脱
水を図ることができるとともに、脱水手段から排出された脱水排水に含まれる電解質を循
環させて有効利用を図ることができる。また、このように電解質供給手段によって脱水排
水槽に直接的に電解質を供給する場合には、汚泥処理中に処理汚泥の性状の変化等によっ
て脱水排水槽の脱水排水の電解質量が低減したような場合でも、容易に電解質を補充して
濃縮汚泥の凝集を促すことが可能となる。
【００１８】
　一方、上記濃縮手段には洗浄水供給手段を接続して、この洗浄水供給手段から上記濃縮
手段によって濃縮される上記処理汚泥に洗浄水を供給し、濃縮中の処理汚泥を洗浄しつつ
濃縮するようにして、いわゆるリパルプ洗浄を行うようにしてもよい。このように濃縮手
段の中でリパルプ洗浄を行うことにより、濃縮がある程度進行した処理汚泥中のコロイド
物質をさらに効率的に除去することができる。そして、このように処理汚泥を洗浄するこ
とによって処理汚泥中の電解質もコロイド物質とともに排出されても、本発明によれば脱
水手段に供給される濃縮汚泥に電解質が混合されることにより、脱水ケーキにおける汚泥
の効率的な凝集を図ることができる。
【００１９】
　なお、このように濃縮手段によって濃縮中の処理汚泥に洗浄水供給手段から洗浄水を供
給する場合には、洗浄水供給手段から濃縮手段に供給される洗浄水の供給量は、濃縮手段
に供給される処理汚泥の供給量に対して、体積にして等量以下であることが望ましい。こ
れよりも多くの洗浄水を供給しても洗浄効果の向上は認められず、単に不要な洗浄水量が
増えるだけとなる。
【発明の効果】
【００２０】
　以上説明したように、本発明によれば、濃縮汚泥の凝集を促進して脱水ケーキの含水率
を低下させる電解質の有効利用を図ることができ、脱水手段において濃縮汚泥を脱水した
脱水ケーキにおける含水率を低下させて、効率的かつ経済的な汚泥処理を行うことが可能
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となる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の汚泥処理設備および汚泥処理方法の一実施形態による汚泥処理中の状態
を説明する概略図である。
【図２】図１に示す実施形態において汚泥処理前に電解質を脱水排水槽に供給する場合の
第１の手段を説明する概略図である。
【図３】図１に示す実施形態において汚泥処理前に電解質を脱水排水槽に供給する場合の
第２の手段を説明する概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　図１ないし図３は本発明の汚泥処理設備の一実施形態を示すものであって、図１は汚泥
処理中の状態を説明する概略図であり、図２および図３は、それぞれ汚泥処理前に電解質
を脱水排水槽に供給する場合の第１、第２の供給手段を説明する概略図である。本実施形
態の汚泥処理設備は、処理汚泥供給路１に接続されて供給された消化汚泥等の処理汚泥Ａ
を濃縮する濃縮手段２と、この濃縮手段２によって濃縮された濃縮汚泥Ｂを脱水する脱水
手段３と、濃縮手段２と脱水手段３を接続する濃縮汚泥供給路４と、脱水手段３によって
濃縮汚泥Ｂから脱水された脱水排水Ｃを保持する脱水排水槽５とを備えている。
【００２３】
　濃縮手段２としては、例えば特許第５６５１０７４号公報に記載されたような、差速を
もって同軸に回転駆動させられる回転ボウルとスクリュウコンベアとの間の空間に供給さ
れた処理物を、回転ボウルの遠心力によって固液分離しつつ、スクリュウコンベアによっ
て搬送して排出するデカンタ型の遠心分離機を用いることができる。ただし、この特許第
５６５１０７４号公報に記載された遠心分離機では凝集剤供給路が固形分の排出口寄りに
開口するようにスクリュウコンベアに形成されているのに対し、本実施形態においては洗
浄水供給手段６に接続された洗浄水Ｄの供給路がスクリュウコンベアに形成されて、同様
に濃縮汚泥Ｂの排出口寄りに開口している。
【００２４】
　この濃縮手段２による濃縮工程において処理汚泥Ａから分離した分離液および洗浄水Ｄ
は、洗浄排水Ｅとして排出される。このとき、処理汚泥Ａ中のコロイド物質と、処理汚泥
Ａに含まれていた電解質も除去され、洗浄排水Ｅとともに排出される。なお、洗浄水Ｄと
しては、５０℃程度の温水を用いるのが望ましい。
【００２５】
　また、上記濃縮汚泥供給路４には、濃縮汚泥保持槽４Ａと濃縮汚泥給送ポンプ４Ｂとが
この順に脱水手段３に向けて配設されており、濃縮手段２から排出された濃縮汚泥Ｂが濃
縮汚泥保持槽４Ａに一旦保持された後、所定量ずつ連続的または間欠的に濃縮汚泥給送ポ
ンプ４Ｂによって脱水手段３に供給される。さらに、こうして脱水手段３に供給される濃
縮汚泥Ｂには、ポリマーＦが添加される。
【００２６】
　脱水手段３としては、遠心脱水機やスクリュウプレス、フィルタープレス、ベルトプレ
ス等を用いることができる。この脱水手段３における脱水工程によって濃縮汚泥Ｂを脱水
することにより生成されて排出された脱水汚泥（脱水ケーキ）Ｇは例えば乾燥された上で
焼却処理されるとともに、この脱水汚泥Ｇから分離された上記脱水排水Ｃは脱水排水保持
工程において上述のように脱水排水槽５に保持される。
【００２７】
　そして、この脱水排水槽５には、電解質が供給可能とされているとともに、脱水排水循
環供給工程において脱水排水槽５内に保持された脱水排水Ｃを上記濃縮汚泥供給路４に供
給して脱水手段３に循環させる脱水排水循環供給路７が接続されている。本実施形態にお
いて、この脱水排水循環供給路７は、脱水排水槽５から濃縮汚泥供給路４の濃縮汚泥給送
ポンプ４Ｂと脱水手段３との間に接続されており、濃縮汚泥供給路４と脱水排水槽５との
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間には脱水排水給送ポンプ７Ａが配設されている。
【００２８】
　また、本実施形態では、脱水排水槽５に電解質を供給する第１の供給手段として、上記
処理汚泥供給路１に、図１に破線で示すように供給される処理汚泥Ａを上記脱水手段３に
バイパスする汚泥バイパス路８が備えられている。すなわち、この汚泥バイパス路８は、
濃縮手段２に至る手前の処理汚泥供給路１から分岐して、濃縮手段２を経ることなく処理
汚泥Ａを脱水手段３に供給するものであり、処理汚泥供給路１と脱水手段３との間の汚泥
バイパス路８と、汚泥バイパス路８と濃縮手段２との間の処理汚泥供給路１には、図示さ
れないバルブがそれぞれ設けられていて、処理汚泥Ａの供給先が切り替え可能とされてい
る。
【００２９】
　このような第１の供給手段では、通常の汚泥処理前に図２に実線で示すように汚泥バイ
パス路８を介して処理汚泥Ａを脱水手段３に供給することにより処理汚泥Ａが脱水され、
濃縮汚泥Ｂを脱水した場合と同じに脱水汚泥Ｇは上述のように処理されるとともに、脱水
排水Ｃは脱水排水槽５に保持される。上述のような濃縮手段２による濃縮がなされていな
い脱水排水Ｃには、処理汚泥Ａに元々含まれる電解質がそのまま残存しているので、この
電解質が脱水排水槽５に供給されることになる。
【００３０】
　さらに、本実施形態では、脱水排水槽５に電解質を供給する第２の供給手段として、や
はり図１に破線で示すように脱水排水槽５に電解質供給手段９が接続されている。すなわ
ち、この電解質供給手段９は、通常の汚泥処理前に図３に実線で示すようにリン酸塩、硫
酸塩、重炭酸塩、アンモニウム塩等の電解質Ｈを含んだ水等の溶液を図示されないポンプ
等によって脱水排水槽５に直接供給するものであり、この溶液中の電解質Ｈが脱水排水槽
５に供給されることになる。なお、図１ないし図３にはこれら第１、第２の供給手段の双
方が示されているが、第１、第２の供給手段の少なくとも一方が備えられていればよい。
【００３１】
　このような構成の汚泥処理設備および該汚泥処理設備によって消化汚泥等の処理汚泥Ａ
を処理する本発明の汚泥処理方法の一実施形態では、通常の汚泥処理前に上述のように第
１、第２の供給手段の少なくとも一方によって脱水排水槽５に電解質が供給可能とされて
おり、通常の汚泥処理中には、濃縮手段２によって濃縮された濃縮汚泥Ｂを脱水手段３に
よって脱水することにより脱水汚泥Ｇから分離されて排出された脱水排水Ｃが、こうして
供給された電解質と脱水排水槽５において混合させられる。
【００３２】
　そして、このように電解質と混合させられた脱水排水Ｃを、脱水排水循環供給路７を介
して濃縮汚泥供給路４から脱水手段３に供給される濃縮汚泥Ｂと混合することにより、こ
の濃縮汚泥Ｂにも、濃縮手段２によって洗浄排水Ｅとともに除去された電解質が混合させ
られる。このため、こうして混合された電解質により、脱水手段３における濃縮汚泥Ｂの
凝集が促進されるので、脱水手段３から排出される脱水汚泥Ｇの含水率を低減することが
でき、例えば上述のように脱水汚泥Ｇを乾燥して焼却処理する際の燃料等の削減を図るこ
とが可能となる。
【００３３】
　また、このように濃縮汚泥Ｂの凝集を促進した電解質は、脱水手段３において脱水汚泥
から分離されて脱水排水Ｃに混合されたまま脱水排水槽５に戻され、再び脱水排水循環供
給路７を介して濃縮汚泥供給路４から脱水手段３に循環させられ、濃縮汚泥Ｂの凝集を促
進することになる。従って、通常の汚泥処理中は脱水排水槽５に電解質を補充する必要が
なく、濃縮汚泥Ｂの凝集に必要な電解質の添加量を削減することができるので、効率的で
あるとともに経済的である。なお、脱水排水槽５に排水された脱水排水Ｃは、その一部が
脱水排水循環供給路７を介して濃縮汚泥供給路４から脱水手段３に循環させられ、残りは
図１に示すように脱水排水槽５からオーバーフローするなどして排出される。
【００３４】
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　さらに、本実施形態では、濃縮汚泥供給路４から脱水手段３に供給される濃縮汚泥Ｂに
ポリマーＦを添加して濃縮汚泥Ｂを凝集させた後、脱水手段３において脱水して固液分離
しているが、脱水手段３から排出される脱水排水Ｃには、添加されたポリマーＦの一部が
残留している。このため、電解質のみならず、残留ポリマーも含む脱水排水Ｃが濃縮汚泥
Ｂと混合させられるので、本実施形態においてはポリマーＦの添加量の削減および脱水汚
泥Ｇの含水率の低減を図ることができる。
【００３５】
　一方、本実施形態では、このように脱水排水槽５に電解質を供給するための第１の供給
手段として、処理汚泥供給路１に汚泥バイパス路８を接続して、通常の汚泥処理中は濃縮
手段２の供給される処理汚泥Ａを、汚泥処理前は脱水手段３に供給して脱水し、その脱水
排水Ｃに含まれる電解質を抽出して脱水排水槽５に供給している。従って、処理汚泥Ａに
元々含まれる電解質を利用しているので、電解質を含んだ薬剤などを必要とすることがな
く、さらに効率的かつ経済的な汚泥処理を促すことが可能となる。
【００３６】
　また、第２の供給手段として、本実施形態では、脱水排水槽５に電解質供給手段９が接
続されており、この電解質供給手段９から脱水排水槽５に電解質Ｈが直接供給可能とされ
ている。このような第２の供給手段では、電解質Ｈを含んだ薬剤などを溶液にして供給す
る必要があるが、濃縮汚泥Ｂと混合させられる脱水排水Ｃの電解質濃度を安定させること
が容易であり、さらに通常の汚泥処理中に処理汚泥Ａの性状の変化等によって濃縮汚泥Ｂ
と混合させられる脱水排水Ｃの電解質が不足した場合などでも、電解質供給手段９から電
解質Ｈを脱水排水槽５に供給することによって補充することができる。
【００３７】
　なお、これら第１、第２の供給手段は、上述したように少なくとも一方が備えられてい
ればよいが、図１ないし図３に示したように第１、第２の供給手段の双方を備えておくこ
とにより、例えば通常の汚泥処理前は第１の供給手段の汚泥バイパス路８によって電解質
を脱水排水槽５に供給しておいて、通常の汚泥処理中に脱水排水Ｃの電解質の不足が生じ
た場合には、第２の供給手段の電解質供給手段９によって電解質Ｈを補充することが可能
となり、効率的で安定的な汚泥の処理を図ることが可能となる。
【００３８】
　また、本実施形態では、上記濃縮手段２においてデカンタ型の遠心分離機を用いて処理
汚泥Ａを濃縮しており、濾過系の濃縮機では必ず処理汚泥のポリマーを添加して凝集汚泥
を形成させる必要があるのに対して、このようなデカンタ型の遠心濃縮機では必ずしもポ
リマーを添加する必要がなく、ポリマー添加量のさらなる削減を図ることができる。ただ
し、濃縮手段２におけるＳＳ回収率を維持するために、処理汚泥ＡのＴＳに対して質量に
して０．６質量％以下の範囲でポリマーを微薬注してもよい。
【００３９】
　さらに、本実施形態では、上記濃縮手段２において、デカンタ型の遠心分離機に洗浄水
供給手段６が接続されており、この洗浄水供給手段６によって、ある程度濃縮が進行した
処理汚泥Ａに洗浄水Ｄが注入される。これにより、濃縮汚泥Ｂに僅かに残存するコロイド
物質がさらに除去されて洗浄排水Ｅとともに排出されるので、脱水手段３において一層効
率的な濃縮汚泥Ｂの凝集を促すことが可能となる。また、本実施形態のように濃縮手段２
内で処理汚泥Ａを濃縮しながら洗浄することにより、濃縮前の処理汚泥に洗浄水を混合す
る従来方式の汚泥洗浄に比べて、洗浄水量を１／４程度に削減することができる。
【００４０】
　ただし、このような洗浄水供給手段６を濃縮手段２に接続しなくても、上述のような遠
心分離機によれば、コロイド物質を処理汚泥Ａから十分に除去することは可能である。ま
た、こうして洗浄水供給手段６を濃縮手段２に接続して洗浄水Ｄを供給する場合でも、洗
浄水Ｄの供給量は、濃縮手段２に供給される処理汚泥Ａの供給量に対して、体積にして等
量以下であることが望ましく、これよりも多くの洗浄水Ｄを供給しても洗浄効果の向上は
認められずに、単に洗浄排水Ｅとして処理される洗浄水Ｄが増えるだけとなる。
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【符号の説明】
【００４１】
　１　処理汚泥供給路
　２　濃縮手段
　３　脱水手段
　４　濃縮汚泥供給路
　４Ａ　濃縮汚泥保持槽
　４Ｂ　濃縮汚泥給送ポンプ
　５　脱水排水槽
　６　洗浄水供給手段
　７　脱水排水循環供給路
　７Ａ　脱水排水給送ポンプ
　８　汚泥バイパス路（第１の供給手段）
　９　電解質供給手段（第２の供給手段）
　Ａ　処理汚泥
　Ｂ　濃縮汚泥
　Ｃ　脱水排水
　Ｄ　洗浄水
　Ｅ　洗浄排水
　Ｆ　ポリマー
　Ｇ　脱水汚泥
　Ｈ　電解質

【図１】 【図２】
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【図３】
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